








政府から手厚い財政支援がなされていることは、よく知られている。ところが 2012 年 7 月に陸
上交通分野の新たな新授権法として成立した「21 世紀の発展に向けた前進法（The Moving 
Ahead for Progress in the 21st Century Act: MAP-21）」では、連邦政府の財政状況の悪化を反映し、
これまで増加傾向にあったその予算額はほとんど増額されていない。したがって本稿では、まず
MAP-21 が前法の「安全で説明責任のある柔軟で効率的な交通最適化法―利用者の遺産（Safe, 






























Mass Transportation Act of 1964）」にまで遡ることができる。同法では、その使途が資本費に限





うになったことに加えて、1990 年に成立した「改正大気浄化法（Clean Air Act Amendments: 
CAA）*2」や「アメリカ障害者法（Americas with Disabilities Act: ADA）*3」の要求を満たさなければ
ならなくなったことによって、公共交通がこれまで以上に資金を必要としていたからである。そ
してそれらを背景に、連邦交通政策の歴史上、画期的な意義があったと高く評価されているのが、















その後も ISTEAを引き継ぐ形で連邦法は 1998 年に「21 世紀陸上交通最適化法（Transportation 




交通支援法（Surface Transportation Assistance Act: STAA）」によって、連邦ガソリン税が 5セ
ント上乗せされ、そのうち 1セントは公共交通の補助を目的とした公共交通勘定（Mass Transit 
Account）が道路信託基金（Highway Trust Fund）の中に設けられており、1997 年度には公共交
通勘定に充当されるガソリン税及びディーゼル燃料税がともに 2.9 セントに引き上げられ、その
充当率はそれぞれ 15.5％、11.7％となっている（APTA, 2015b）。
図 2で公共交通への連邦補助金の財源構成が 1986 年度以降、どのように変化しているのかを
みてみよう。同図から、80 年代は連邦補助金の財源の 6割以上が一般財源で賄われていたが、
1992 年以降は公共交通勘定が一般財源の割合を上回っていることがわかる。公共交通勘定の割
*5　TEA21 の期限であった 2003 年にまだ後継法が成立していなかったため、繰り返し延長を経て 2005
年 8 月にようやく成立した。
*6　ISTEAで定められた公共交通事業への支援プログラムの予算が 6年間で 241 億ドルであったのに対
し、TEA21 のそれは 410 億ドルに大幅に増加し、SAFETEA-LUではさらに 453 億ドル（TEA21 の更新に
伴う 2004 年の予算も含めると 526 億ドル）まで増加した（ATPA, 2009）。
42 35 35 32 32 30 33 38 38
46 46 41 44 48
54 58 63
































































































注）2014 及び 2015 年の「道路から公共交通への流用額」は、利用可能なデータなし
（出所）APTA （2015a）, pp.107-123 より作成。
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2012 年 7 月にようやく成立したのが MAP-21 である。MAP-21 の特徴の第 1は、その期限が 1960
年代以来の短期の法律となった点である。1990 年代以降、成立してきた ISTEA、TEA21、
SAFETEA-LUの期限は、それぞれ 6年間、6年間、5年間であったのに対して、MAP-21 の期限
はわずか 2年間となっている。同法の審議段階では上院、下院ともその期限を 6年間ないし 4年
間とする法案が検討されていたが、連邦補助金をめぐる党派間の見解の相違から長期の合意が得
られなかったことが、その理由として指摘されている（佐藤、2013）。
第 2は、授権額が前法のそれより増額されなかったという点である。TEA21 や SAFETEA-LU
では、授権額がいずれも前法を大きく上回っていたが、連邦政府の厳しい財政状況を反映して、
MAP-21 では 2012 年度の授権額レベルにインフレ調整分を加えたほぼ同額となっている。すな
わち、MAP-21 を根拠法に連邦運輸省予算から公共交通を管轄する連邦地域公共交通局（Federal 
Transit Administration: FTA）に割り当てられたのは、2013 年度及び 2014 年度にそれぞれ 105 億
7800 万ドル、106 億 9500 万ドル、1年延長が決まった 2015 年度も 106 億 9500 万ドルであった。
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メントの 11 の補助プログラムが新たに創設されたことがわかる *7。中でも、授権額全体の約 20％
















車（MAX: Metropolitan Area Express）、コミューター鉄道 *10（WES: Westside Express Service）に
加えて、固定路線の公共交通が利用できない高齢者や障害者に対して提供されるドア・トゥ・ド
アの乗合バスサービス（“LIFT” と呼ばれている）の運営を担っており（表 2を参照）、そのサー
























リートカー（streetcar）*11 の路線も、2002 年度に開業して以来、路線が相次いで延伸され、図 3
*11　ストリートカーは、2001 年に導入された路面電車で、MAXとは外見が異なるが、超低床式の車両
である点などは同じである。しかし、MAXが専用軌道を走行するのに対し、ストリートカーは軌道敷に











バス 77 6,644 659 2,366 6,249
MAX 5 97 145 405 37,746
WES 1 5 5 12 48
LIFT ― ― 268 860 104
表２　トライメットが提供する公共交通サービス（2016年 1月現在）
（出所）TriMet （2016a） 及び （2015a） p.1-2 より作成。
表３　MAX各路線の歴史と概要
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ト川東岸のイースト地区までの 3.3 マイルを延伸・開業し、2015 年にもイースト地区の OMSIか


































































2016 年 1 月現在、運賃は全区間で大人は 2.5 ドル、若年者（7～ 17 歳）と 65 歳以上の高齢者及
び障害者は半額の 1.25 ドルとなっている（TriMet, 2016a）。
2.2　事業の実績
以上のようなトライメットの事業がどのような成果を挙げているのかを検証しておこう。表 4
は、2013 年度のアメリカにおける公共交通の年間利用回数（延べ数）について、人口 150 万～
300 万未満の都市圏を比較したものである。同図から、ポートランド都市圏では、人口規模のよ











行量が 1990 年度以降、2005 年度まで増加し続けていたのに対して、ポートランド市では MAX
のブルーラインが開業した 1998 年度以降、2004 ～ 2005 年度の 2年間を除いて大きく減少して
いることがわかる。自動車走行量はアメリカ全体でも 2006 年度以降、年々減少しているが、ポー








































ておこう（図 6）。収入を構成する財源は、2016 年度で賃金税（payroll tax）3億 2507 万ドル（構
成比は 60％）、運賃収入 1 億 1807 万ドル（同 22％）、補助金 7255 万ドル（同 13％）、その他
2651 万ドル（同 5％）である。一方、支出は福利厚生費（fringe benefits）1億 9039 万ドル（同
30％）、給与費 1億 5507 万ドル（同 25％）、減価償却費 1億 3300 万ドル（同 21％）、物件・サー
ビス費 8958 万ドル（同 14％）、車両の購入 2798 万ドル（同 4％）、支払利子等 1623 万ドル（3％）




























図 7は、トライメットの一般基金 *13 が 2007 年度以後、どのように推移しているのかを示したもの
である。同図から、2009 年度及び 2010 年度の 2年間は支出が収入を上回る経常赤字が生じてい
ることがわかる。しかし 2011 年度に一挙に 5818 万ドルの経常黒字に転じると、その後も 2014
年度の 5917 万ドルをピークに経常黒字を維持し続けて、2015 年度予算ではリーマンショック前






































































































てみよう。図 9は、トライメットの運営財源が 2007 年度以降、どのように変化しているのかを
収入項目別に示したものである。同図から、トライメットの最大の財源である賃金税収は、2009





























平均賃金の伸びが大きく減少した 2009 年度には、賃金税収の伸びが雇用者負担のケースで 6.6％、
自営業者負担のケースで 5％も減少している。にもかかわらず、このように賃金税収が増加傾向











向けた投資を賄うための資金を確保するために、賃金税の税率を 2005 年 1 月 1 日～ 2014 年 1 月 1 日ま























































＊　 2009 年 9 月：基本料金（全区間）2.05 ドル→ 2.3 ドル、1 ヵ月定期（全区間）76 ドル
→ 86 ドル
＊　 2010 年 9 月：基本料金（全区間）2.3 ドル→ 2.35 ドル、1 ヵ月定期（全区間）86 ドル
→ 88 ドル
＊　 2011 年 9 月：基本料金（全区間）2.35 ドル→ 2.4 ドル、1 ヵ月定期（全区間）88 ドル
→ 92 ドル
＊　 2013 年度：基本料金（全区間）2.4 ドル→ 2.5 ドル、1 ヵ月定期（全区間）92 ドル→ 100
ドル
特に 2013 年度については、運賃の引き上げに加えて、それまで 3つの料金区間に分けられた
ていた区間制や運賃無料区域（Fareless Square）*16 が廃止され *17、運賃収入は年間 870 万ドル（運






































他方、連邦補助金については 2007 年度以降、2010 年度を除けば年々増加傾向にあったが、
MAP-21 に変更された 2013 年度以降、やや減少していることがわかる。より具体的には、連邦
補助金は SAFETEA-LUの最終年度となった 2012 年度には 9500 万ドルを上回る金額にまで増加
していたが、2013 年度及び 2014 年度にはそれぞれ 8778 万ドル、7714 万ドルまで減少している。
また 2015 年度予算でも、期限を迎えた MAP-21 が引き続き延長されたものとみなして計上され
ているが、その見込み額は 7891 万ドルにとどまっている。
このようにトライメットが獲得した連邦補助金の額は、MAP-21 の成立以降、やや減少傾向に
あるが、同時に 1.2 節で確認した特徴を反映して、その中身についても変化がみられる。表 5は、
トライメットの連邦補助金が MAP-21 成立前後でどのように変化しているのかを示している。同
表から一見してわかるのは、2012 年度には連邦補助金の 11.5％を占めていた固定ガイドウェイ・





トライメットの経営状況は 2011 年度以降、3.2 節で述べたような収入上の要因で改善しつつあ
るが、その一方で支出面においては、前掲の図 8で示されているように、減少するどころかむし
ろ増加傾向にある。トライメットの運営支出がそのように増加している要因についても検討して
おこう。図 12 は、トライメットの運営支出が 2007 年度以降、どのように変化しているのかを支
出項目別に示したものである。同図から、トライメットの運営支出がリーマンショック後の経済
*18　2015 年 10 月 14 日に筆者がトライメットで行ったヒアリング調査に基づく。
表５　トライメットが獲得した連邦補助金の構造変化
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ス向上や資本拡張に関する支出を増加させているのは、脚注 15 で述べたように、それが 2005 年
～ 2014 年の賃金税率の引き上げ条件となっているからである。









けでも路面電車関連事業で 190 人、バス関連事業で 33 人の雇用を生み出し、鉄軌道建設に伴い発生した
























注 1）2014 年度は推計額。2015 年度は予算額。







2007 年度～ 2011 年度までは 8000 ～ 9000 万ドル程度の水準でほぼ横ばいに推移してきたが、






ないことである。退職者医療・年金にかかる支出については、筆者が 2008 年 10 月に現地調査し
た時点においても、トライメットでは労働人口の高齢化がすでにかなり進展していたことから、
現状の放置は近い将来、経営の持続可能性を阻害する財政リスクとなることを指摘したところで
ある。ところが前掲の図 12 を見てみると、2007 年度にはまだ 4000 万ドルにも満たなかった同
支出は、その後増減を繰り返しつつも増加傾向にあり、2015 年度には 5000 万ドルを上回る予算
額が見込まれるなど、この約 10 年間に運営総支出全体に占める割合は 10％の水準で推移し続け
ている。しかもこの退職者医療・年金にかかる支出の最大の問題は、前述のバス・鉄軌道運営費
や車両・施設等維持費とは異なり、その増加を賄う財源が依然として手当てされていないという
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